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１．原子力災害対策重点区域
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＜対応のポイント＞
原子力規制委員会が定める原子力災害対策指針においては、住民等に対する被ばくの防護

措置を短期間で効率的に行うため、あらかじめ異常事態の発生を仮定し、施設の特性等を踏
まえて、その影響の及ぶ可能性がある区域を定めた上で、重点的に原子力災害に特有な対策
を講じておくこと（以下、当該対策が講じられる区域を「原子力災害対策重点区域」とい
う。）とされている。



＜5km圏内＞
（Precautionary Action

Zone、予防的防護措置を
準備する区域）：
急速に進展する事故を想定
し、事故が発生したら直ち
に避難等を実施する区域

＜5～30km圏内＞

（Urgent ProtectiveAction

Planning Zone、緊急時防護
措置を準備する区域）：
事故が拡大する可能性を踏
まえ、避難や屋内退避等を
準備する区域

島根地域における原子力災害対策重点区域

 原子力災害対策指針では、原子力災害対策重点区域として、原子力施設から概ね半径５㎞を
目安としたＰＡＺと、原子力施設から概ね半径３０㎞を目安としてＵＰＺを定め、重点的に
原子力災害に特有な対策を講じることとされている。

 島根地域のＰＡＺ、ＵＰＺは島根県地域防災計画及び鳥取県地域防災計画で対象となる地域
が定められており、ＰＡＺは松江市、ＵＰＺは島根県では松江市、出雲市、安来市、雲南市
が、鳥取県では米子市、境港市の地域が指定されている。

※図は必ずしも区域を厳密に示したものではありません。
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ＰＡＺ、ＵＰＺの範囲を正確に示した地図へ差し替え予定。



ＰＡＺ、ＵＰＺの概況①（人口、世帯等）

 ＰＡＺ内人口は ,   人、ＵＰＺ内人口は ,   人、原子力災害対策重点区域内の人口は
合計で ,   人。

※平成27年 月現在 ※データ出典統一
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ＰＡＺ ＵＰＺ

総計島根県 島根県 鳥取県

計

松江市 松江市 出雲市 安来市 雲南市 計 米子市 境港市 計

人口

うち3歳未満

うち３歳以上

世帯数

在宅要支援者

宿泊施設数

宿泊可能数

観光客数

外国人数

事業所数



ＰＡＺ、ＵＰＺの概況②（教育施設、保育施設）

 ＰＡＺ内に○施設の教育施設・保育施設があり、ＵＰＺ内には○施設の教育施設・保育施
設がある。原子力災害対策重点区域内は合計で○○名の園児・児童・生徒・学生がいる。

※平成27年 月現在 ※データ出典統一
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ＰＡＺ ＵＰＺ

総計島根県 島根県 鳥取県
計

松江市 松江市 出雲市 安来市 雲南市 計 米子市 境港市 計

保育所数

保育所園児数

幼稚園数

幼稚園園児数

小学校数

小学校児童数

中学校数

中学校生徒数

高校数

高校生徒数

その学校数

その他学生数

学生数等計



ＰＡＺ、ＵＰＺの概況③（社会福祉施設、医療機関）

 PAZ圏内に○施設（定員： 名）、UPZ圏内に○施設（定員： 名）の老人福祉施設、介護
福祉施設、障がい者福祉施設等各種福祉施設があり、原子力災害対策重点区域内の定員は
合計で○○人。

※平成27年 月現在 ※データ出典統一
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ＰＡＺ ＵＰＺ

総計島根県 島根県 鳥取県

計

松江市 松江市 出雲市 安来市 雲南市 計 米子市 境港市 計

社福施設数

社福入所定員

病院数

病院病床数

診療所数

診療所病床数



ＰＡＺ、ＵＰＺの概況④（病院、社会福祉施設等の所在地図）

※平成27年 月現在
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原子力災害対策重点区域内の病院、社会福祉施設等の配置状況を地図に記載。



２．緊急事態の初期対応段階における
防護措置の考え方
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＜対応のポイント＞
原子力災害対策指針では、原子力災害時の緊急事態の初期対応段階においては、施設の状況

に応じて緊急事態の区分を決定し予防的防護措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づ
き緊急時防護措置を迅速に実行できるような意思決定の枠組みを構築することとされている。



PAZ圏内
～5km

UPZ圏内
5km～30km

（※3）

施設敷地緊急事態
（EAL2）

例）全交流電源喪失

警戒事態
（EAL1）

例）大地震（立地道県で
震度6以上）

全面緊急事態

（EAL3）
例）冷却機能喪失

施設敷地緊急事態要避難者（※2）

の避難・屋内退避の準備開始
施設敷地緊急事態要避難者（※2）

の避難開始・屋内退避

住民の避難準備開始

安定ﾖｳ素剤の服用準備

住民の避難開始

安定ﾖｳ素剤の服用

屋内退避の準備 屋内退避

緊急事態区分及び緊急時活動レベル（EAL ※1 ）

 緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態を把握し、原子力施設の状況や当
該施設からの距離に応じ、防護措置の準備やその実施等を適切に進めることが重要である。

 原子力災害対策指針では、原子力施設の状況に応じて緊急事態を、警戒事態、施設敷地緊急
事態、全面緊急事態の３つに区分（ＥＡＬ）している。

（※2） 避難の実施に通常以上の時間がかかり､かつ、避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者、安定ﾖｳ素剤を事前配
布されていない者及び安定ﾖｳ素剤の服用が不適切な者のうち､施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措置の実施
が必要な者

（※1） EAL（Emergency Action Level)：緊急時活動レベル
避難や屋内退避等の防護措置を実施するために、原子力施設の状況に応じて対策するように、事前に定めた判断基準
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（※3） 事態の規模、時間的な推移に応じてUPZ圏内においても段階的に予防的防護措置を実施する場合あり

UPZ圏外
30km～
（※4）

（※4） UPZ内と同様に、事態の進展等に応じて屋内退避を行う必要がある。このため、全面緊急事態に至った時点で、必要に応
じて住民等に対して屋内退避を実施する可能性がある旨の注意喚起を行わなければならない。



UPZ圏内
5km～30km

緊急防護措置
500μ㏜/h以上

早期防護措置
20μ㏜/h以上

運用上の介入レベル（ＯＩＬ）①（基本的な考え方）

数日内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

1日以内を目途に区域を特定

対象地域の住民を、1週間程度
内に一時移転【OIL2】

数時間内を目途に区域を特定

1週間以内を目途に飲食物中の
放射性核種濃度の測定と分析を
実施

対象地域の生産物の摂取を制限
【OIL6】

避難（移動が困難な者の一時屋
内退避を含む）の実施【OIL1】

基準を超えるものにつき摂取
制限を迅速に実施【OIL6】

避難基準に基づいて避難した避難
者等をｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞして、基準を超え
る際は迅速に除染【OIL4】

UPZ圏外
30km～

 放射性物質の放出後は、その拡散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地
点が発生する可能性があるため、緊急時モニタリングを迅速に行い、ＯＩＬに照らして一時
移転等の早期防護措置や除染、飲食物摂取制限などの必要な防護措置を講じることとしてい
る。

UPZ圏内と同じ

（※）OIL( Operational Intervention Level)：運用上の介入レベル
放射線モニタリングなどの計測された値により、避難や屋内退避等の防護措置を実施するための判断基準 10

飲食物摂取制限
0.5μ㏜/h以上



運用上の介入レベル（ＯＩＬ）②（具体的な手順と防護措置の内容）
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防護措置を実施する国及び地方公共団体においては、緊急時モニタリ
ングの結果をＯＩＬに照らして、防護措置の実施範囲を定めるなどの具
体的手順をあらかじめ検討し決めておく必要がある。

今後検討



３．関係機関相互の情報伝達体制

＜対応のポイント＞
原子力災害が被災地の地方公共団体等の中枢機能に重大な影響を及ぼす事態に備え、国、２

県６市及び中国電力㈱等は、連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルートの多重
化及び情報収集・連絡体制の明確化など体制の確立を図っている。

緊急時において、住民等の行動に関する指示や異常事態に関する情報が迅速にかつ分かりや
すくそして正確に伝達される体制を構築している。
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事業者、国、県、市等の連絡体制（警戒事態）

 中国電力㈱は、警戒事態に該当する事象の発生及び施設の状況について原子力規制委員会に
連絡する。また、協定に基づき島根県及び松江市に、原子力事業者防災業務計画に基づき他
の関係地方公共団体に対しても連絡する。

 原子力規制委員会は、中国電力㈱の情報を基に警戒事態の発生の確認を行い、２県６市に対
して情報提供を行う。
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原子力規制委員会 関係省庁

中国電力㈱ 島根県

松江市

鳥取県

出雲市、安来市、雲南市

米子市、境港市

報
告

情報提供

連絡

防災基本計画に基づく連絡

その他の連絡

警戒事態時の連絡体制

関係地方公共団体



施設敷地緊急事態時の連絡体制

 中国電力㈱は、施設敷地緊急事態に該当する事象の発生及び施設の状況について原子力規制委員会及び２
県６市に連絡する。

 原子力規制委員会は、施設敷地緊急事態の発生の確認を行い、２県６市等に対して情報提供を行う。
 島根県及び鳥取県は、中国電力㈱及び通報・連絡を受けた事項について、県内市町村（島根県は、岡山

県・広島県・山口県にも）連絡を行う。
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原子力規制委員会

中国電力㈱

島根県

松江市

鳥取県

出雲市、安来市、雲南市

米子市、境港市

島根県警察本部
鳥取県警察本部

官邸（内閣官房）

内閣府

松江市消防本部

境海上保安部

自衛隊

原災法１０条に基づく連絡

防災基本計画に基づく連絡

その他の連絡

通報

通報

通報

規制委
からの

情報提供

関係地方公共団体

その他の島根県内市町村
岡山県・広島県・山口県

その他の鳥取県内市町村



全面緊急事態時以降の連絡体制

 施設敷地緊急事態同様の連絡、情報提供を行う。
 内閣総理大臣は、原子力緊急事態宣言を行う。
 全面緊急事態以降は放射性物質放出後も含めて、オフサイトセンターに設置される原子力災

害合同対策協議会で情報共有や決定事項の伝達等を行う。
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官邸（内閣官房）

原子力規制委員会

内閣府

国の原子力災害対策本部

原子力規制委員会

内閣府

関係省庁

国の原子力災害現地対策本部

島根県

松江市

鳥取県

出雲市、安来市、雲南市

米子市、境港市

松江市消防本部

警察

海上保安庁

自衛隊

中国電力㈱

原子力災害合同対策協議会

島根オフサイトセンター



情報伝達手段の確保

 原子力防災対策を円滑に実施するため、原子力防災ネットワークで専用回線網を整備してい
るほか、機動性のある衛星携帯電話など通信手段の多様化を図っている。

 通信手段については、耐震化や冗長化等の災害対策を措置している。
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島根県防災行政無線

関係市

鳥取県防災行政無線

島根県 関係消防 自衛隊部隊 関係市鳥取県 関係消防 自衛隊部隊

県防災ヘリ

移動局
（公用車、ハンディタイプ等）

県防災ヘリ

移動局
（公用車、ハンディタイプ等）

衛星系 地上系

原子力防災
ネットワーク

島根県原子力防災センター 国（原子力災害対策本部等）

地域衛星通信
ネットワーク 衛星電話

中央防災無線



４．原子力災害対策体制

＜対応のポイント＞
国、２県６市及び中国電力㈱は、それぞれの機関において、実情に応じ、あらかじめ非常参

集職員の名簿等を含む体制図を作成し、参集基準、参集対象者、連絡経路を明確にしておくな
ど、職員の非常参集体制を整備している。
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